情報通信技術地域人材育成・活用事業交付金
実施計画
	申請主体

	
	申請主体名
	※交付申請書に記載した団体名を記載
　例：○○県/○○市/ＮＰＯ法人○○等
※連携の場合は全構成団体と代表団体を記載
　例：連携主体（○○市、・・・及び・・・）　代表　○○市

	
	代表団体の長名
	都道府県知事　○○ ○○／区市町村長 ○○ ○○／ＮＰＯ法人代表 ○○ ○○

	
	申請主体の形態
	□地方公共団体(単独)　□２以上の地方公共団体の連携主体　□その他の連携主体
□ＮＰＯ法人　　　　　□第三セクター　※該当する形態をチェック（■）すること。

	
	担当者連絡先
	※担当部局、担当者氏名、電話番号、メールアドレスを記載

	事業名称
	※交付申請書の「１　交付金事業の名称」を記載


(１)事業の内容　要添付：【別添3-2】事業イメージ詳細図
　※本事業に取り組む経緯・背景、地域ＩＣＴ人材の育成・活用方法、ＩＣＴの利活用方法やシステム構成、期待される効果や今後の目標なども含めて、平成22年度における本事業の全体内容を詳細に記載すること
(２)事業対象地域・対象世帯数（人口）
　※ＩＣＴの導入及びＩＣＴ人材の活用エリア・場所、本事業の対象世帯数等を記載すること
　　（例）○○県○○市○○地区、対象○○世帯
(３)事業スケジュール
　※下記の様式に基づき、今年度の具体的な取り組みを記載すること（原則として平成２３年３月で事業を完了すること）
	実施内容
	平成22年
12月
	平成23年
1月
	2月
	3月

	地域協議会の開催
	△
	
	△
	△

	人材育成・活用方法の検討・決定
	
	
	
	

	関連機器・設備の検討・決定
	
	
	
	

	システム構築の検討・決定
	
	
	
	

	関連機器・設備、システム等の調達
	
	
	
	

	人材育成

	
	
	
	

	人材活用

	
	
	
	

	システム設計

	
	
	
	

	システム稼働

	
	
	
	

	実績報告作成

	
	
	
	

	・・・・・・・
	
	
	
	


(４)事業費及びその大まかな内訳
※事業費総額とともに、ＩＣＴ人材育成・確保等、ＩＣＴシステム設計・構築、ＩＣＴ関連機器・設備など大まかな分類ごとに経費を記載
※交付対象経費と交付対象外経費が混在する場合は、交付対象経費が分かるようにすること
※(10)-②支出経費の内訳（別紙２）と一致すること
※交付金から支出するＩＣＴ関連機器・設備整備費中の機器・設備購入費と機器リース・レンタル費の合計(＝a)は、原則交付申請額(＝b)の半額未満とすること（a/b＜1/2）
	
	主な内容
	事業費(＝①)
	交付対象外経費(＝②) 
	①－②

	ＩＣＴ人材育成・確保等
	
	○○○千円
	○○○千円
	○○○千円

	ＩＣＴシステム設計・構築
	
	○○○千円
	○○○千円
	○○○千円

	ＩＣＴ関連機器・設備整備
	
	○○○千円
	○○○千円
	○○○千円

	うち、機器・設備購入、リース・レンタル
	
	○○○千円
	○○○千円
	○○○千円
(＝a)

	合計
	
	○○○千円
	○○○千円
	○○○千円

	交付申請額
	
	
	
	○○○千円（ただし、上限は１億円または2億円）(＝b)


 (５)地域雇用創出等効果
（留意事項）
本事業においては、申請主体及び事業運営者が地域ＩＣＴ人材と直接的に雇用契約を結んで雇用する場合の人件費等は交付対象経費ではない。本事業では、あくまで、申請主体及び事業運営者から地域ＩＣＴ人材に対する招へい費（諸謝金）、育成費としての支出が交付対象経費であることに留意。
※事業運営者：申請主体から委託等を受けて、事業実施・運営を担う団体等
＜(５)－①申請主体における雇用効果＞
ⅰ）今回の事業実施により新たに生ずる直接的な雇用人数及びその算出根拠
　　※1  申請主体が、今回の事業においてサポート・運営等の業務を担わせるために、直接的に雇用契約を結んで雇用するＩＣＴ人材等の人数及びその大まかな属性（例：学識者、チャレンジド、育児期の親、退職した高齢者など）を記載すること。人数については見込みでも構わないので、必ず定量的な数字を記載すること
　　※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）においても、上記と同様に、直接的な雇用人数等について必ず定量的な数字を記載すること
　　※3  定量的効果については、推計や見込みでも構わないが、妥当な算出根拠を記載すること。
それでも算出が難しい場合は、定性的な効果でも構わないが、この場合は評価が相対的に低くなる旨ご了知頂きたい。
ⅱ）今回の事業実施に係る経済波及効果等により新たに生ずる関連産業等の雇用人数
及びその算出根拠
　　※1  今回の事業の実施による経済波及効果などで、関連産業等において生じる雇用人数及びその大まかな属性（例：○○関連産業従事者など）を記載すること。人数については見込みでも構わないので、必ず定量的な数字を記載すること
　　※2  定量的効果については、推計や見込みでも構わないが、妥当な算出根拠を記載すること。
それでも算出が難しい場合は、定性的な効果でも構わないが、この場合は評価が相対的に低くなる旨ご了知頂きたい。
ⅲ）次年度以降の雇用の継続・拡大人数（予定）及びその算出根拠
　　※1  次年度以降、今回の事業が継続されることにより、申請主体において、どれくらいの継続雇用人数が見込まれるか、また、事業が拡大する場合などは、当該拡大によりどれくらいの雇用人数の増加が見込まれるかを記載すること。関連産業等についても同様に記載すること。人数については見込みでも構わないので、必ず定量的な数字を記載すること
　　※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）においても、上記と同様に、次年度以降の継続雇用、雇用拡大について必ず定量的な数字を記載すること
　　※3  定量的効果については、推計や見込みでも構わないが、妥当な算出根拠を記載すること。
それでも算出が難しい場合は、定性的な効果でも構わないが、この場合は評価が相対的に低くなる旨ご了知頂きたい。
＜(５)－②事業運営者（※）における雇用効果＞
※事業運営者：申請主体から委託等を受けて、事業実施・運営を担う団体等
※事業運営者が複数である場合は、事業運営者ごとに以下のⅰ）～ⅴ）を記載
ⅰ）今回の事業実施により新たに生ずる直接的な雇用人数及びその算出根拠
　  ※1  事業運営者が、今回の事業においてサポート・運営等の業務を担わせるために、直接的に雇用契約を結んで雇用するＩＣＴ人材等の人数及びその大まかな属性（例：学識者、チャレンジド、育児期の親、退職した高齢者など）を記載すること。人数については見込みでも構わないので、必ず定量的な数字を記載すること
　　※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）においても、上記と同様に、直接的な雇用人数等について定量的な数字を記載すること
　　※3  定量的効果については、推計や見込みでも構わないが、妥当な算出根拠を記載すること。
それでも算出が難しい場合は、定性的な効果でも構わないが、この場合は評価が相対的に低くなる旨ご了知頂きたい。
ⅱ）次年度以降の雇用の継続・拡大人数（予定）及びその算出根拠
　　※1  次年度以降、今回の事業が継続されることにより、申請主体において、どれくらいの継続雇用人数が見込まれるか、また、事業が拡大する場合などは、当該拡大によりどれくらいの雇用人数の増加が見込まれるかを記載すること。関連産業等についても同様に記載すること。人数については見込みでも構わないので、必ず定量的な数字を記載すること
　　※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）においても、上記と同様に、次年度以降の継続雇用、雇用拡大について必ず定量的な数字を記載すること
　　※3  定量的効果については、推計や見込みでも構わない、妥当な算出根拠を記載すること。
それでも算出が難しい場合は、定性的な効果でも構わないが、この場合は評価が相対的に低くなる旨ご了知頂きたい。
 (６)地域ＩＣＴ人材の育成・活用方法
＜(６)－①申請主体におけるＩＣＴ人材の育成・活用内容＞
ⅰ）ＩＣＴ人材の育成人数
※1  今回の事業において育成するＩＣＴ人材の人数及びその大まかな属性（例：ＮＰＯ法人職員、学識者、チャレンジド、育児期の親、退職した高齢者など）を記載すること
※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は記載不要
ⅱ）ＩＣＴ人材の育成方法
　 ※1  誰が（誰を招へい等して）、どのようなカリキュラムで、どのような教材等を用いて、どのような手法でＩＣＴ人材を育成するのか具体的かつ詳細に記載すること
※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は記載不要
ⅲ）ⅰ）で育成等したＩＣＴ人材の活用人数
　 ※1  今回の事業において活用するＩＣＴ人材の人数及びその大まかな属性（例：ＮＰＯ法人職員、学識者、チャレンジド、育児期の親、退職した高齢者など）を記載すること。既存のＩＣＴ人材を活用する場合も記載すること
※2 既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）も、その人数及び大まかな属性、当該ＩＣＴ人材のこれまでの活動実績等について記載すること
ⅳ）ＩＣＴ人材の活用方法
　 ※1  ＩＣＴ人材を今回の事業において、どのように活用するのか（例：住民ニーズの把握、住民・関係者との調整、ＩＣＴ機器等の操作・利用支援、システム設計サポート（関係事業者との調整）、システム運営、トラブル対応など）具体的かつ詳細に記載すること
　 ※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は、既存のＩＣＴ人材で十分に対応可能であること、また、当該ＩＣＴ人材の活用方法等について具体的かつ詳細に記載すること
ⅴ）次年度以降のＩＣＴ人材の育成・活用内容（予定）
　 ※1  今回の事業に関わる次年度以降のＩＣＴ人材の育成予定、また、今回育成等したＩＣＴ人材を次年度以降どのように活用していくのか具体的かつ詳細に記載すること
　 ※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は、当該ＩＣＴ人材の次年度以降の活用方法等について記載すること
＜(６)－②事業運営者（※）におけるＩＣＴ人材の育成・活用内容＞
※事業運営者：申請主体から委託等を受けて、事業実施・運営を担う団体等
※事業運営者が複数である場合は、事業運営者ごとに以下のⅰ）～ⅴ）を記載
ⅰ）ＩＣＴ人材の育成人数
　 ※1  今回の事業において育成するＩＣＴ人材の人数及びその大まかな属性（例：ＮＰＯ法人職員、学識者、チャレンジド、育児期の親、退職した高齢者など）を記載すること
※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は記載不要
ⅱ）ＩＣＴ人材の育成方法
　 ※1  誰が（誰を招へい等して）、どのようなカリキュラムで、どのような教材等を用いて、どのような手法でＩＣＴ人材を育成するのか具体的かつ詳細に記載すること
※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は記載不要
ⅲ）ⅰ）で育成等したＩＣＴ人材の活用人数
　 ※1  今回の事業において活用するＩＣＴ人材の人数及びその大まかな属性（例：ＮＰＯ法人職員、学識者、チャレンジド、育児期の親、退職した高齢者など）を記載すること。
※2 既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）も、その人数及び大まかな属性、当該ＩＣＴ人材のこれまでの活動実績等について記載すること
ⅳ）ＩＣＴ人材の活用方法
　 ※1  ＩＣＴ人材を今回の事業において、どのように活用するのか（例：住民ニーズの把握、住民・関係者との調整、ＩＣＴ機器等の操作・利用支援、システム設計サポート（関係事業者との調整）、システム運営、トラブル対応など）具体的かつ詳細に記載すること
　 ※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は、既存のＩＣＴ人材で十分に対応可能であること、また、当該ＩＣＴ人材の活用方法等について具体的かつ詳細に記載すること
ⅴ）次年度以降のＩＣＴ人材の育成・活用内容（予定）
　 ※1  今回の事業に関わる次年度以降のＩＣＴ人材の育成予定、また、今回育成等したＩＣＴ人材を次年度以降どのように活用していくのか具体的かつ詳細に記載すること
　 ※2  既存のＩＣＴ人材を活用する場合（今回の事業で人材育成を行わない場合）は、当該ＩＣＴ人材の次年度以降の活用方法等について記載すること
 (７)地域の課題及び課題解決に向けたＩＣＴ利活用方法など
＜(７)－①地域の課題＞
　※公共サービス分野（医療、介護、福祉、防災、防犯など）又は地場産業分野（観光、地域特産品など）において、地域が抱える現状の課題について記載すること
＜(７)－②課題解決に向けたＩＣＴ利活用方法＞
※上記課題を克服するために、どのようにＩＣＴを利活用して解決するのか、また、どのように地域のニーズを把握してＩＣＴ利活用に反映したのかなどを記載すること
(８)ＩＣＴシステムの構成
＜(８)－①先進性＞
※下記(８)-③「ＩＣＴシステム構成」を踏まえ、ＩＣＴシステムを、どのように効果的、応用的に活用するのか記載すること
＜(８)－②汎用性＞
※下記(８)-③「ＩＣＴシステム構成」を踏まえ、他地域において、当該ＩＣＴシステムを導入する場合、どの程度、円滑かつ容易に展開することが可能なのかなど記載すること
＜(８)－③ＩＣＴシステム構成＞
　
※下記の様式に基づき、ＩＣＴシステム構成を記載すること。
	参照システム等
	※参照したモデルシステム（総務省「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」等によるＩＣＴ利活用モデルなど）、他地域の事例、これまでの知見等を記載すること

	情報通信
システムの機能
	※構築するＩＣＴシステムの機能について、以下の観点から記載すること
① 機能性：想定されるユーザーを満足させる機能を持っていること
② 信頼性：一定の期間・条件下で所定の機能や性能を維持できること
③ 使用性：使い勝手がよく、業務との整合性がとれていること
④ 効率性：一定の条件下で性能や資源効率が妥当であること
⑤ 保守性：使用開始後、変更が容易であること
⑥ 汎用性：他のシステムとの連携が容易であること　等

	活用する
ネットワーク
種別・伝送速度
	※光ファイバ、ＣＡＴＶ、無線、ＡＤＳＬなどネットワーク概要を記載すること

	利用端末
	※ＰＣ端末、携帯電話端末、健康管理端末、告知端末、センサーなど

	想定する利用者の属性及び人数
	※本事業において対象とする者の属性（例：高齢者、児童、慢性期疾患患者など）及び対象者数を情報通信システムごとに記載すること。

	システム設計・運用上のセキュリティへの配慮
	※個人情報を扱う事業については、セキュリティ対策技術、ポリシーの策定、職員に対する研修実施等、具体的に記載すること


 (９)事業目標（期待される公共サービスの充実・向上、地場産業活性化の効果）
　※1  下記に様式に基づき、本事業により、今後５年間でどのような効果が期待されるのか、複数の定量的効果を含めて記載すること
　※2  なお、本目標の設定については、別途、総務省から効果測定指標を提示等させて頂くこともありうる
　
	目標年度
	期待される効果（データ概要）
	数値目標

	２２年度
	※設定するデータの概要を記載すること
	※具体的数値目標を記載すること

	
	〃
	〃

	
	〃
	〃

	２３年度
	〃
	〃

	
	
	

	
	〃
	〃

	２４年度
	〃
	〃

	
	〃
	〃

	
	
	

	２５年度
	〃
	〃

	
	
	

	
	〃
	〃

	２６年度
	〃
	〃

	
	
	

	
	〃
	〃


(10)資金計画・実施体制
＜(10)－①収支見込み（単位：千円）＞要添付：【別添3-3】収支見込み
　
別紙１のとおり
※【別添3-3】の様式に基づき、本事業の今後５年程度の収支見込み（今年度の初期費用、次年度以降の運営費用などを含め、今後５年程度の事業実施に係る収入・支出等）、維持管理・運営経費とその負担主体・負担方法を提出すること
＜(10)－②支出経費の内訳（単位：円）＞要添付：【別添3-4】支出経費の内訳、見積もり
　別紙２のとおり
※1  【別添3-4】の様式に基づき、本年度の支出経費の内訳を提出すること
※2  支出経費の内訳（ⅱ）については、見積書を添付すること（様式適宜。但し、複数業者からの見積もりの提出を原則とする。もし、１業者の見積もりしか提出できない場合は理由書も併せて提出することとするが、理由内容によっては金額の再精査を求めることもありうる。）
＜(10)－③実施体制（（７）地域ＩＣＴ人材育成・活用方法の内容と一部重複）＞
※本年度以降５年間程度の主な各運営主体（自治体、住民代表、ＮＰＯ、地元企業、ICT関係企業など）について記載すること（プロジェクトリーダーは必ず明記すること）
	実施体制

	地域協議会

	
	名称
	取組状況

	
	○○○協議会
	※協議会の、目的、設立年月日、これまでの活動実績を含めて明記すること。（新規に設立する場合は、目的、協議会設置に向けた検討状況や設置時期等について明記すること

	主な運営体制（地域協議会の構成員）

	
	団体・氏名
	役　割

	
	○○　○○
（プロジェクトリーダー）
	

	
	
	※プロジェクトリーダーについては、勤務先・職歴概要、
連絡先（TEL/FAX/mail）について記載すること

	
	○○市長　○○　○○
	※申請主体がＮＰＯ法人の場合は、必ず地方公共団体が協議会に入っていること。

	
	○○　○○
	

	
	・・・・・
	

	
	○○　○○
	

	
	○○○株式会社
	


(11)事業の継続性の確保
　
※次年度以降、資金計画（維持管理費用の負担等）、ＩＣＴ人材の育成・活用、実施体制などを含め、どのように事業の自律的運営（継続性）を確保していくのか具体的かつ詳細に記載すること
(12)その他必要な事項
提出時は赤字・青字は記載例等のため提出時には削除すること








